
②教職員定数の改善
○ 各学校、各地域ごとに抱える課題や取組みの進度などが異なっていることなどを踏まえ、これま
でと同様、加配定数の改善を基本とすることが適当。

○ 今日的な教育上の課題に迅速かつ適切に対応。
・学習指導における少人数教育の一層の充実
・小１プロブレムに対応した小学校低学年の少人数学級編制が可能な教職員配置
・総合的な学習の時間のコーディネーターなど企画・調整を担う教職員配置
・特別支援教育コーディネーターの配置など特別支援教育の充実のための教職員配置
・円滑な学校運営のための養護教諭、栄養教諭等、事務職員の配置充実
・読書活動充実のための司書教諭の配置、外国人児童生徒への支援や高等学校教育の充実を
図るための教職員配置 等

「今後の学級編制及び教職員配置について（中間報告）」

概 要

教職員配置等の在り方に関する調査研究協力者会議

本調査研究協力者会議は、中央教育審議会義務教育特別部会からの検討要請を受け、
今後の学級編制と教職員配置等の在り方について審議を行い、平成17年８月に中間報告

をとりまとめ。

１．これまでの学級編制及び教職員配置の改善施策等

○ 第７次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画の実施により、学級編制の弾力化や総額裁量制
の導入と相俟って、全国的に少人数教育（少人数指導、少人数学級）の取組みが進む。

○ 少人数教育は全国的に進んだものの、国・都道府県・市町村・学校の関係は従来のままであるた
め、学校現場の裁量が十分に高まっておらず、機動的な教職員配置ができないことがあるとの指摘。

２．今後の取組み

○ 少人数教育に対するニーズが高いことや、今日的な教育上の課題に対応するため、次期教職員
定数改善計画を策定・実施し、教職員定数を一層充実することが必要。

○ 学級編制の標準（40人）を全国一律に引き下げるという画一的な取組みではなく、地域や学校の

実情に合わせた柔軟な取組みを可能とし、これまで進めてきた少人数教育を一層充実させることが
効果的。

①制度の改善
○ 学級編制に係る学校や市町村教育委員会の権限と責任を強化。
○ 例えば、義務標準法による教職員の標準定数について都道府県ごとの算定から市町村ごとの
算定に改めること、学校や市町村教育委員会の判断で学級編制が弾力的に実施できるよう現行
の学級編制の仕組みの見直しについて検討を行うべき。

○ その際、これまで以上に市町村教育委員会と都道府県教育委員会の連携協力が必要。

○ 教職員定数改善計画を実効あるものにするためにも、教員の資質能力の向上が重要。
（研修等定数の措置、教員養成の専門職大学院の設置、教員免許更新制の導入の検討）

○ 少人数教育による効果を分析するとともに、学校教育の質的向上の観点から学校評価を行う。

（１）基本的な考え方

（２）具体的方策

（３）その他必要な施策


